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台湾における社区総体営造政策の事業実施体制の変化と特徴

文化建設委員会の事業を事例として

Characteristics of Changes in the Implementation Structure of Community Development Policy in Taiwan 

Analysis ofthe Projects Administered by the Council for Cultural Affairs 

主忠、融*九鬼康彰キ星野敏*橋本禅本

ChungサungWANGへYasuakiKUKI*， Satoshi HOSHINO* and Shizuka HASHIMOTOネ
(本京都大学大学院農学研究科)

(ネGraduateSchool of Agricult註re，Kyoto University) 

1 研究の背景

台湾におけるまちづくりが始まった 1960年代初頭は，

トップダウンでの道路や橋の修繕，上下水道整備等のイ

ンフラ整備が中心であったが， 1970"'-'80年代の過剰な開

発に伴う反公害運動の高まりや 1987年の戒撤令解除以

降における民主化の進展と持まって， 1990年代以降はボ

トムアップによる生活環境等の整備に重点、をおいた住民

活動へと変化してきた。これが現在，社広治I)営造と呼ば

れる参加型まちづくりで，社区が行政や支援者と協働で

行うのが一般的である。

この参加型まちづくり発爆の契機となったのが 1994

10月に始まった宇土佐総体営造政策注2)である。社区総

体営造という概念を提唱した文化建設委員会(以下，文

建会)I主3)によると政策の基本方針は，①社症の特性を踏

まえ，それまでのトップダウンの政策モードを社区のニ

ーズに対応するボトムアップに転換させること，②宇土区

の議IJ意工夫を{思し，大量の資源(資金，人材など)が社

区に流入しやすくすること，@政府と校区は分担しなが

ら協力する「パートナーシップJ関係にあること，④政

府が計画の内容や実行組織，方法を決定せず，社区が自

由に提案したフ。ロジェクトの創造性と実行可能性を判断

して補助金を交付すること，の 4つであった九その後，

他の省庁や地方政府でも各種の社区営造に関する政策が

打ち出され，今日に至っている 2)。

近年，政府は社区へのエンパワーメントをより重視す

る傾向にあり，参加型まちづくりの手法を過掠高齢化が

深刻な農村地域でも推進するために農村再生条例を

2010年8月に施行するなど，社区を主体とする地域活性

化への期待は大きい。このように今後も台湾では社区営

造が政策の重要な地位を占めるとみられるが，その推進

を農村地域でも図るためにはこれまでの事業の実施体制

を検討し，農村再生条例に基づく社区営造に反映させる

ことが必要な段階に来ている。

E 研究の目的

台湾の社区総体営造に関する岡本の既往研究には，社

区営造センタ _3)や社区計画部 4)など，政策推進の支援制

度の実態を扱ったものや， 1999年の震災からの復興に関

するものがみられる。一方，台湾では社区営造の経緯と

定義に関する基礎研究や，新故郷社区営造計画など特定

の事業に関する研究，社区営造条例に関する研究などが

行われている九

しかし社区営造に関する政策を術轍的に整理した研究

は見られない。そこで，本研究では 1995年以降の社広総

体営造敬策の事業を対象にその実施体制の変遷を把握し，

特徴を明らかにすることを践的とする。台湾のまちづく

り政策を検討することは，同じくコミュニティ再生をキ

ーワードとする日本のまちづくりにも示唆に富むものと

考える。なお先述のように，社区営造に関する政策の担

当省庁は多岐にわたるが，その中でも文建会は社臣総体

営造の概念を最初に提唱した省庁であることから，本研

究では文建会が関係する 19 (表1)を対象とする。

亜研究の方法

研究は以下の手)1関で行った。最初に，台湾における社

区営造の歴史及び文建会が実施した社区総体営造政策に

関する文献を収集した。次に， 2010年 6月 17日と 9月

21日に文建会の社区総体営造政策の担当職員法 4)に対し

て開き取り調査と行政資料の収集を行い，政策の実行プ

ロセスやその下で進められた事業目的，実績等の整理を

行った。さらに社区総体営造政策に基づく 19事業に関す

る資料から，事業別にその実施に関わる行政機関等の関

係を図化し，社区営造の実施体制の変化を追った。最後

に，実施体制の変化から政策の推進にとって薫婆な要素

を抽出し，政策の特徴を明らかにした。
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表 l 本研究で対象とする 19事業の概要

Table 1 Out1ine of 19 projects based on the community development policy 

文慾会から校区あたり 20万元が支給され，百十磁を実行する流れになっている。毎年各社区は故大3つの計頗を

市議できる。 Jト街の綴類は社[正映像記録や地域文化と隆史，地主主の文学と伝記，社担:の学?!lf[;重力，地域の手工芸，

地方文化館第二期計閥 13)

地綾I専約聖書計函ー第二期
30悠

W 分析

1 対象事業の分類

文建会が 1995年から 2010年の間に実施した 19の事業

の実施期間を図 1に示す。事業はその対象者によって社
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図1 対象とする 19事業の分類と各事業の実施場開
Fig.l Classification resu1ts by objects， purposes and periods of 19 projects 

劉 2 金事業に共通する実施体制

Fig.2 Common operation system in community 
development policy 
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社底の支援システムは事業番号7や 13(表 1参照)の

ように，多様な社区のサポート司体への援助やサービス

を提供する事業に沿って整備されている。社匿の支援シ

ステムに隠する事業の実施過程は通常，文建会や文化局

が入札を募り，落札した組織がさき該事業の要鱗にしたが

って社区をサポートすることになっている。

索擁体著書jにおける変化

金事業の実絡体昔話を整理した結果，図 2に示す基本構

造のうち，中央政府と社区支援システム内での実施体制

は対象期間中に変化が生じていることが分かつた。そこ

で本節では中央政蔚と支援システムに分けて，その変化

の詳絡を見ることにする。

(1)中央政府内での統合組織の変化

蘇 15)は社長E営造政策に関連する横々な分野の事業が

省庁ごとに悟別に行われるため，省庁間の連携不足が問

題であることを指摘している。そこでまず，解決策のー

っとなる省庁宏跨ぐ統合組織の有無に着目し，その変還

を追うとともに，社区が計画案を申言語する窓口の変化に

ついても検討した。事業への応募のしやすさは政策の推

進に大きな影響を及ぼすからである。

宇土匹総体営造が始まった当初は，各省庁が個別に事業

を所管していた。しかしその後各省庁で社広総体営造に

3 

区と支援者法的を対象とする事業に分けられ，またその内

容からハ…ド中心型とソフト中心型，複合計画注6) 支援

計画の4つに分類できた。次に 19の事業をその内容，規

模，政権党の交代，文献での記載頻度などを元に，以下

に述べる事情も考慮して 3つの期(第 1'"阻期)に分け，

各期における代表的な事業を決定した(閤1)。

文建会への陣き取り調査によると，事業の内容に影響

する最大の原因は文建会の主任委員と政務委員注 7)にあ

る。また 2つのポストの任命権は総統にある。したがっ

て，総統(政権党)が餐われば政策の内容も変わること

になる。対象期間中に政権は 3密替わったことから，政

権交代を基準にするとき当該期間は3つに分けられる。

また第E期には新しく 9つの事業が開始された。この

時期は後述するように，事業によって実施体制の差が大

きい。そのため第百期の各事業の規模や文献の記載頻度

で代表的な事業を決定し，それらの実施揚間に従って 3

つの期(第II-A注自)， II -B， II -C期)に縮分化した。

事業実施の藤本檎議

19の事業の実施体制を図化した結果，宇土度総体営造の

事業の実施は，全期聞を通して基本的に罷2Iこ示すよう

に行政機弱と社区支援システム削社慌の 3者で行われ

ていることが分かつた。また行政機関は大きく，中央政

府と地方自治体の二層構造であった。

社区総体営造の事業に関する予算の流れをみると，予

算はまず文建会から各県や市の文化局詮 10)に配分される。

次に文化局で予算が細分され，事業に申請した社区に配

分される。一方事業の実施過程をみると，文建会が主な

事業計画と予算を策定し，文化局に通知する。各文化局

はそれを社豆に結え，興味を持った社区は計額案を作成

して直接文建会，または各地の文化局に申鰭する。文建

会では申請をまとめ，審査により事業採択の社区を選定

し，作成した計画が実践される運びになっている。

2 



関する事業が増えてきたことで，政策に対する省庁間お

よび中央政府と地方自治体問の積極性に差が生じたり

15) 省庁間のコミュニケーションの欠如，さらには中央

政府機関を跨いだ調整力の必要性の顕在化時中央政府

と地方自治体の連携不足による複雑な手続きを原因とす

る行政と社区それぞれの時間と資源、の浪費 15) といった

問題が発生したため，中央政府内に各省庁を跨ぐ統合組

織(プロジェクトチーム)を設けるアイデアが出された。

対象期間の社区総体営造事業における統合組織の変化

(図 3) をみると，第 I期と第皿期には統合組織は存復

しておらず，第E期だけにみられる。初めて設けられた

のは第11-A期の心点子創意徴選活動計画(番号 ll)であ

る。名称は「行政院社!R総体営造推進協調委員会」で，

委員会の下には f行政院社区総体営造推進と協調組Jと

いう実行組織が設けられた。委員会は各省庁のトップで

構成されるが実行組織は各省庁の職員から構成され，こ

こが関係省庁との調整を図り，加えて文建会が事務局機

能を持ち，実質的な取りまとめを行った。事業の主な計

画は文建会が行い，他省庁が支援する形を採った。

第ロ-B期の代表的な事業である新故郷社区営造計画

(番号 15)でも省庁間の連携を重視したため，前期と向

じ体制が引き継がれた。またこの事業で初めて各省庁の

単独事業が統合され，総合的な大型事業に変わった。社

区は要望に適した事業を選び，申請を行う形式になって

いる。さらに第11-C期に入ると，健康社区六主主計画(番

号 16)でも間じ体制が引き継がれるとともに第11-B期よ

り多くの行政機関が加わった。前期までとの違いは，統

合組織内に 6つのテーマごとの責任省庁の事務局が設け

られた点である。それらは各テーマ内で、の調整機関の役

割を果たした。

しかし第班期，つまり政権交代した国民党下での文建

会には元々多元的，かっ複数省庁が実施している社区総

体営造政策を整合させる考えはなく，統合組織は健康社

区六星計画の終了に伴い解消された。新故郷社区営造第

二期計画(番号 17)は交代前に提出された文建会単独の

事業であり，与党の提案による新規事業はまだない山1)。

健康社毘六星計画以降，各省庁を跨ぐ大型事業がなくな

ったことから，統合組織の設置以前と同じ問題が再び起

こっているおそれが指摘できる。

(2)統合組織の長所

最初に述べたように社区総体営造政策の基本方針はト

ップダウンからボトムアップへの転換であった。そのた

め聞き取り調査によると，統合組織は各事業の内容と実

施方式を定期的に検討して修正する，すなわち監督の役

割を果たし，文建会以外の省庁もボトムアップ型の事業

をデザインできることに貢献した。また委員会と実行組

織は2ヶ月に l回会議を開くことで省庁が立いの事業趣

旨を理解し，事業実施のノウハウを共有し，課題の検証

機会を持つことができた l九さらに統合組識の監督機能

は，予算的な統合はできないが事業の趣旨が似通った複

数省庁の事業を統合できる利点もあることが聞き取り調

査から明らかになった。これにより，事業規模は変えず

に事業数が減るため，社区がニーズ、に即した事業を見つ

けやすくなる。同じく統合組織ができたことにより，事

業に関する相談窓口が一本化されたことも社区のニーズ

に適した事業を紹介できる 17)ため，長所と言える。
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(3)計画の申請窓口の変化

字上区総体営造政策の当初の申請手続きは，開き取り調

査によると地方自治体が窓口になっていた。しかし社反

と地方自治体の関係が良好でない場合は社区が申請に治

撞的になり，社区総体営造政策の推進に悪影響を及ばす

おそれがあったため，社産総体営造奨助須知補助計画(番

号1)では他と違い，直接文建会への申請も可能とされ

た。ここで社区発撲協会の登録数の捻移を見ると， 1996 

年に 4161だったのが 2000年には 5468と31.4%も第 1期

に増加した。続く第E期が 17.2丸第阻期が1.7%である

のに比べると，第 I甥に事業に参加した社広の数が大き

く伸びており，申請窓口を中央政府と地方自治体に複線

化した効果がうかがえる。

しかし，地方自治体にはまだ関係部局が連携した窓口

はない。そのため社区が計画を申請するには各テーマに

合った部局の窓口を通じ，省庁ごとに異なる手続きを行

わねばならず，申請過程の複雑さは解消されていない。

(4)校区支援システムの変化

( i )地域サボーター

2000年に始まった文化服務替代役之訓練及運用計画

(番号 7)では，訓練を受けた軍人が底接社区に派遣さ

れる支援システムが取り入れられた。開き取り調査によ

れば，年間約 520名の軍人，特に農学や建築，土木，社

会学等を修めた大学生が選ばれて訓練を受けた後，県や

市の文化局，一部は直接社E互にも派遣されている。その

支援内容は社区の計爾案の作成や実施事業の出役，行政

への対f，芯事務，行政と社区の潤の調整など多岐にわたる。

その他，第1I-B期の専業工作圏隊人才培カ計画(番号

13)と第豆一C期の社区組織重建計画整専業関隊及社区賠

伴計画(番号 19)をきっかけとする f社区営造員Jとい

う制度もある。これは社区から推薦されたまちづくりに

関心を持つ者(社区組織の環事や PTA役員等)3)が計闘

の作成や実施の支援を行えるように育成する制度である。

(心情報発信と共有

社区総体営造の事業は社院が自ら申請を行い，助成を

勝ち取る制度なので，事業の情報収集は重要である。こ

れを支援するため， 1999年に社区営造に関する雑誌の刊

行が始まった。例をあげると，文建会と社区営造学会が

出版する「新故郷j には社区営造の成功事例や経験者の

交流広場，基本理念の宣伝等が掲載され，文建会と社区

営造協会による「跨越j には，各省庁の事業内容やモデ

ノレ地域の事例，各地のイベントなどが掲載された。

その後第1I-B期には新故郷社区営造計画の一環とし

て中央政府が「社夜通j という情報プラットフォームを

インターネット上に作成した。開き取り調査によると，

そこには文建会の事業に限らず，社区営造に関する全て

の情報を提供するよう義務付けられた。その結果，社区

は2002年から 2008年のあらゆる役区営造の関連事業を

検索できるようになり，紙媒体に比べて豊富な情報を得

られることになった。

しかし，第殴期以降ホームページ事業は文建会だけが

管理する体制に変更されたため，他省庁の情報提供義務

がなくなり，掲載される情報量が減少した。現在得られ

るのは，文建会の事業と他省庁の一部の事業にとどまっ

ている。その代わり，文建会では社区営造に関する基本

淫念や分野別の専門家デ…タベース，地域別の社区営造

に関する基本概念、，講演要旨，研究論文なども社区通で

提供するようになり，情報の稜類は増加した Iへ現在は

毎月約 40万人がアクセスする台湾最大級の社区総体営

造に関する情報プラットフォームに成長した。主主録され

ている 4795の社区が自らの基本資料や映像記録，観光や

産業，イベント，歴史文化などを管理することも可能に

なり，行政からの一方向的な情報提供ではなく双方が協

力して管環する情報システムに変化した。

(iii )社区営造センター

社区営造センター(以下，センター)は公設民営のシ

ステムで，人材育成や専門家の支援，地域文化や資源、を

活用するネットワークの構築なども行い，持続的なまち

づくりの展開を目指している 3)。センターは第豆一日期，

専業工作圏隊人才培カ計画(番号 13)で初めて，民聞か

ら募集された団体，学校などを母体に 8ヶ所でスタート

した。しかし開き取り調査によると，センターの担当範

囲が県や市の行政範囲を大きく超えることから，十分な

サポートが難しかったため，すべての県，市にセンタ

を設ける方針が打ち出され，第1I-C期には全国で 10の

センターが設置された。そして第狙期には，すべての県

市 (25ヶ所)にセンターが置かれるようになった詑 12)。

V まとめ

本研究では社区総体営造政策に関する 19事業の実施

体制の変化をたどり，政策の推進に関する特徴を検討し

た。その結果，以下の 3点、が明らかになった。

に中央政府内では第E期に省庁を横断する統合組

織が設けられ，これによってそれまで、主に文建会が担っ

ていたボトムアップ型の事業の重要性を他の省庁が理解

し，ノウハウの共有や統合組織による事業の監督等によ

り，自らボトムアップ型の事業をデザインできるように

なった。つまり，統合組識が社区総体営造政策の基本方

針で、あったトップダウンからボトムアップへの転換を促

す重要な役割を果たしていた。

第二に社区が事業に申請しやすくするための工夫とし

367 



て，窓口を地方自治体だけでなく文建会にも設けた点が

あげられる。これにより事業への申請資絡を持つ社区発

展協会の数は大きく伸びた。また統合組織が存在した第

E期には事業に関する相談窓口の一本化や事業メニュー

の統合化が図られたことにより，社区がそれぞ、れのニー

ズに適した事業を選びやすくなるとともに，申請もしや

すくなったと考えられる。

第三に支援システムの変化があげられる。社区営造を

推進する支援者として軍人を訓練する事業は台湾独自の

試みと言える。また社区営造に関する情報提供のホーム

ページは当初，政府から社区への一方向的な活用形態し

かなかったが，社区営造の事{J"'Jが増えるにつれて社区同

士が情報を検索，あるいは交換できる双方向的なプラッ

トフォーム〈変化したことも特徴と言える。

注釈
注1)社区とは徐 5)によると cQmmunityの訳語で，日本の
“まち"とほぼ向じ意味を持つ。ただし行政的な地
理区分ではなく，むしろ伝統的なあるいは住民の主
観的な認識による共同体を指す。台湾の地方自治体
は県と(省轄)市，次に郷，鍍，区， (県轄)市，
さらに村，里，そして織という 4層構造で，社区は
行政単位には規定されない九本研究では，社区総
体営造事業の助成を得るために法律に基づき社広
発展協会等の組織を設立した地区を社区ど呼ぶ。全f:
区発展協会の認定基準は，村や皇を単位とし一定数
の地域住民の要望書により申請したものとされる C
ただし，寵数の.!f!.で構成される場合や iつの里を分
割する場合もある。

注 2)文建会によると「総体」とは，社[?(における建築景
観や生活環境，文化芸術，産業振興など多方面の諜
題を総合化，体系{じするという意味の新しい造語で
ある。その後，他省庁などでも始められたまちづく
りに関する政策は社区営造政策と総称され，現在は
社区総体営造政策との違いはあまり明確ではないも

注 3)文化建設委員会は日本の文部科学省に相当する。
注 4)この職員は後述の統合組織で勤務した経験を持つ。
注 5)社区をサポートする第三者の組織を指す。
注 6)ハードとソフトの両方を含む事業を指す。
注 7)主任委員は文化建設委員会のトップで，政務委員は
各省庁を超える，あるいは各省庁の職域に含まれて
いない事務を担当する委員のことである。

注 8)心点子創意徴選活動計画(番号 11) は 2001年から
始まったが， 2002年以降は新故郷社区営造計画(番
号 15) に編入されたため，第II-A期の心点子翁1])吉
徴選活動計画の実施期間は l年と計算している。

注 9)社区を支援する NGO等の各種団体に加え，事業の公
募情報や他地域での事例などを提供する各種メデ
ィアも含めてここではシステムと表現している。

注 10)ここで文化局とは地方自治体内部の部局で，中央
政府の出先機関ではなし、。

注 11)事業番号 19が第班期に始まっているが，これは表
lに示すように災害復興を目的とする事業であり，
由民党による社区営造に関する事業とは言えない。

注 12)県市の文化局のホームページを閲覧して確認した
(2010年 11月時点)。
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Summary: This study aims to organize the community d巴velopmentpolicy's content and policy administration system in Taiwan by 

Council for Cultural Affairs. We reviewed the 19 policies and outlined the common structure of all projects. And we demonstrated the 

common and specia¥ operation system in community development policies， and extracted the significant elements in policy's 

administration. Finally， we clarified the three changes in Taiwanラscommunity development policy: 1) The integration of the 

ministries and govemment offices. 2) The application system for community development associations. 3) The support system for 

bodies， such as NGO， to help CDAs (community development association). 
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